
別記第1号の12様式（第13条関係）使用目的（例）
・決算変更届
・建設業許可申請
「税額を証明する」納税証明書

	（和歌山県証紙貼付）
	　

	（和歌山県証紙貼付）
	

	
	　　納税証明申請書　　　　　　年　　月　　日法人の場合は、
代表者職・氏名の記入もお願いします。


	　
	

	　　県税事務所長　　　　　　　様
	　　　住所　和歌山市小松原通１－１　　　　　　　

氏名　株式会社　県税　　　　　　
　　（名称）代表取締役　和歌山　太郎 　　　　　　　　 　


	証明書の使用目的
	

　決算変更届
	証明書の請求枚数
	１　枚

	　上記の目的に使用するため　法人事業税　について証明を請求します。


	年度（事業年度）等
	納付（入）すべき税額（その他の徴収金額）
	納付（入）済税額（その他の徴収金額）
	未納税額（その他の徴収金額）法人事業税、個人事業税等

	法定納期限等

	R3.4.1～
R4.3.31
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　・法人事業税の場合は事業年度を記入
・個人事業税の場合は年度を記入
例）令和３年度

	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　

	　
	　

	　
	　

	備考
	（代理人住所）和歌山市湊通丁北一丁目２－１
（代理人氏名）紀州　一郎
（代理人電話番号）090-1234-5678
（納税者との関係）従業員、金融機関職員、税理士、行政書士、家族等

	　第　　　　　号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　上記のとおり相違ないことを証明します。
代理人が申請される場合は
代理人情報４項目の記載
をお願いします。

県税事務所長　氏名　印

	本人確認
	　□　個人番号カード　　　□　運転免許証　　　□　旅券（パスポート）
　□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　□　官公庁発行の本人確認書類（顔写真付）〔　　　　　　　　　　　　 〕


備考　
1　この申請書は、法第20条の10の規定による証明を申請する場合に使用する。
2　「法定納期限等」とは、法第14条の9に規定する法定納期限等をいう。
記入例　―　太枠内にご記入ください　―

記入例　―　太枠内にご記入ください　―


3　この申請書を複写して作成した写しを申請者に交付する。
代理人が申請される場合は、別途委任状の提出が必要となります。

